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７月２５日の提言には、危機的な状況のローカル線区について「守るもの
は鉄道そのものではなく、地域の足であるとの認識のもと、廃止ありき、存続
ありきという前提を置かずに協議」するとしており、遅くとも３年以内に結論
を出す、としています。 
同様に２０２３年の通常国会で関連する法案の改正も視野に入れていま
す。 
また、ＪＲ東日本は国交省の提言発表の３日後の７月２８日に、平均通過
人員が２，０００人／日未満の線区が２６線区と会社発足以来、初めて公表
しました。 
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